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「原発事故被災地の現状と未来」 
 

不動産鑑定士 高橋 雄三 

 

日本土地環境学会２０１６年セミナー 

２０１６年１０月２９日（土） 

創価大学 本部棟 ３０５教室 

 

私の立ち位置 

○ 被災地の不動産を被災者の立場に徹して鑑定評価するという立場で被災者や被災地

とかかわってきた。 

「津波と原発事故による（福島県内の）地価動向と予測」 

（ http://www3.plala.or.jp/kantei/sinsai.pdf ） 

「原発被災者東京弁護団勉強会テキスト」 

（ http://www3.plala.or.jp/kantei/tokyo.pdf ） 

 

○ 被災地の実態を見続けるなかで、それだけでは不十分ではないかと考えるように変

わった。 

      原発ゼロの国民運動・統一戦線への展望（１） 

（ http://www3.plala.or.jp/kantei/baisyo20.html ） 

 

○ 日本最大の公害問題・環境問題ではないか 

・ 被害の範囲、深刻度 

・ 被害者の数 

・ 被害額 

「今も終わらない福島原発事故の真実」 

（ http://www3.plala.or.jp/kantei/baisyo19.html ） 

      

○ 原発事故直後の放射線量と現在値の比較図 

 

 
 

・・・なぜか、２０１１年と２０１６年の同一地点の数値の比較表は作成不能・・・ 
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○ 現在の問題点 

・ 見通しのつかない汚染水対策 

・ 見通しのつかない廃炉作業 

・ 進まない除染（山林除染は放棄？） 

・ 放射性廃棄物の処分 

・ 甲状腺ガンの多発（？） 

・ 不十分な被害賠償 

・ ９万人弱の長期避難 

・ ２千人を超える事故関連死 

 

○ 司法の役割と限界 

・ 四大公害事件は訴訟により司法が解決の方向性を決める 

・ 原発事故対応は司法だけではなく、原発ゼロの国民運動が方向を示すのではないか 

・ ネット時代の政治の変化＝野党共闘が展望を拓けるか 

・ 鹿児島・新潟知事選の結果が示すもの 

 

○ 海外報道と国内報道の落差 

・ みどりの１kWh （ドイツ） 

・ 報道自主規制（国内） 

 

○ 放射線量受容限度論 

・ 除染の費用対効果 

・ １mSv／年 → ５mSv／年 → ２０mSv／年  

     ※５「除染は本当に可能なのか？（１）」 

（ http://www3.plala.or.jp/kantei/baisyo10.html ） 
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○ チェルノブイリとの比較 

チェルノブイリ法での４区分 

第１級（居住禁止区域） ３０キロ圏内 

第２級（義務的移住区域） 年間５mSv 以上 

第３級（自主的避難区域） 年間１mSv 以上 

第４級（放射線監視区域） 年間０.１mSv 以上 

 

新たな避難指示区域の概要 

帰還困難区域 

（５０mSv／年以上） 

５年間を経過してもなお、年間積算線量が

２０mSv を下回らない恐れのある、現時

点での年間積算線量が５０mSv 超地域 

５年以内に戻

ることが難し

い地域 

居住制限区域 

（２０～５０mSv／年未満） 

年間積算線量が２０mSv を超える恐れが

あり、住民の被曝線量を低減する観点から

引き続き避難の継続を求める地域 

帰宅を希望す

る全員が１日

も早く帰宅で

きるよう除染

を進める 

避難指示解除準備区域 

（２０mSv／年未満） 

避難指示区域のうち、年間積算線量が２０

mSv 以下になることが確実であると確認

された地域 

 

 

○ 原因究明に要した時間 

・ イタイイタイ病 １３年 

・ 水俣病 １２年 

・ １F の事故原因究明は・・・ 

 

○ 市街地・農地は一定の除染が可能だが、 

山林は技術的にも費用面でも不可能・・・・・自然減に期待 

 ・環境放射能除染学会の試算・・・・・約１０兆円 

 ・カドミウム除染からの推計・・・・・１１８兆円 

 

○ シンポジウム「原発事故から６年目の今・福島のこれからを考える」の発言から 

・ 戻りたくても、戻れない被災者が約９万人（米倉弁護士） 

・ 白い防護服を着た人たちは、津島地区の危険について、知っていても教えてくれな

かった（津島原発訴訟原告・三瓶春江） 

・ 日本はどこに向かえばよいのか？国や東電が悪いだけでなく、自分たちも悪かった

との思いから、会津電力を設立した（会津電力社長・佐藤彌右衛門） 

・ 積年の怒りを力に！（オール沖縄会議事務局次長 中村 司） 
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○ 風評被害論 

  「風評被害」とは、「根拠のない噂のために受ける被害」。 

  原発事故による放射線被害は、根拠のある、事実に基づいた実害。 

  その被害の程度や将来への影響などについて、考え方や予測に違いがあるために風評

被害か実害か意見が分かれている。 

 

○ ウソの上塗りを続ける国と東電 

  →ＳＰＥＥＤＩ隠し 

  →メルトダウン隠し 

  →３０年期限の中間貯蔵施設のウソ  

・・・ 福大と朝日の共同調査で、３０年で県外移設という政府の約束を信じてい

る人は県民の 1～2％ 

 

○ 「原発再稼働」は三つの原子力ムラとの力比べ・知恵比べ 

・ 推進派の陣構え 

・ 原子力ムラの住人とその影響下の勢力 

      政界 

経済界 

研究者の世界 

メディアの世界 

労働界 

・ 推進派の論理 

経済性 

資源小国論 

全基廃炉の場合の簿価レベルの損失○○兆円＋廃炉費用○○兆円＝日本経済

大打撃 

・ 原発ゼロ勢力 

原発の安全性 

原発の経済性 

自然エネルギー活用論 

ピーク時乗り切りの実績 

原発ゼロの国民運動・統一戦線 

ネット時代の市民運動と野党共闘 

       「原発ゼロの国民運動・統一戦線への展望（４）」 

（ http://www3.plala.or.jp/kantei/baisyo24.html ） 

       「国防論からみた原発再稼働」 

（ http://www3.plala.or.jp/kantei/baisyo23.html ） 

 

○ 福島県内の原発ゼロ運動 

・ 原発ゼロの市民運動→安保法制反対の市民運動→野党共闘での主導性の発揮 
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【 読者からのメール 】 

Ｔ．Ｋ 

 

日本土地環境学会のセミナーのレジュメを一読しました。 

全体的に私の思いと非常に合致しております。 

最近の超繁忙状態の中でも、原発事故に関してはいつの間にか思いを馳せていろいろと考

えることがあります。 

 

私の人生を振り返ってみると、防衛大⇒北大（金属）⇒日本製鋼所（室蘭）⇒環境関連業

務と、今回の原発事故に繋がってきます。 

中でも、室蘭での経験は一番の誇りでもありました。 

当時の私の関心は技術第一で、超大型鍛鋼の製造技術調査係として福島第一原発の圧力容

器や発電機等々の部品製造技術方案の作成に意気揚々としており、長い間誇りでもありま

した。 

しかし、最近では原発事故とこの影響の経験から福島原発製造に従事したことは一番の失

態のような気もしています。 

「原発の発電コストは安い」は推進派の大きな理由となっていますが、実際は非常に高い

と考えています。 

 

今後日本が進むべき方向は「原発全廃」だと考えています。その経済的な負担は相当なも

のになりますが、前大戦の準備と敗戦後の経済的負担とは比べ物になりません。 

「原発を維持」することによる様々なリスクは将来に禍根を残すことになると思っていま

す。 

「原発」は国土防衛上の最大の弱点でもあります。 

「原発事故防止」と「敵からの原発攻撃に対する防衛」のための適正な費用は「原発全廃」

の費用よりもかなり高いものではないでしょうか。 

 

原発推進により利益を得る者のための政治を一掃し、まともな政治を目指している人々に

敬意を表します。 


